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令和６年１０月１日

各指定訪問介護事業所・訪問型サービス事業所 管理者 様

倉敷市長 伊 東 香 織

指定訪問介護事業所における同一敷地内建物等に居住する利用者に係る減算につ

いて（通知）

指定訪問介護事業所と同一敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問介護事業

所と同一の建物（以下、「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者に対して、指定訪

問介護を行った場合は減算を適用することとされていますが、令和６年度介護報酬改定により

減算区分が見直されました。

つきましては、令和６年度前期分について、算定の結果、指定訪問介護の提供総数のうち、

同一敷地内建物等に居住する利用者に提供されたものの占める割合が９０％を超えた場合は、

正当な理由の有無にかかわらず、次のとおり必要書類を提出してください。

記

１ 提出対象事業所

判定期間内に提供した指定訪問介護の提供総数のうち、同一敷地内建物等に居住する利用

者（指定訪問介護事業所における１月当たり利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住す

る建物に居住する利用者を除く。以下同じ。）に提供されたものの占める割合が９０％を超

えた事業所

２ 判定方法

全ての訪問介護事業所において上記の対象事業所に該当するか、「訪問介護、訪問型サー

ビスにおける同一建物減算に係る計算書（別紙１０）」を使用して確認してください。なお、

計算については、指定訪問介護と訪問型サービス（総合事業）でそれぞれ行う必要がありま

す。訪問型サービス（総合事業）の判定の場合は、「指定訪問介護」を「訪問型サービス（

総合事業）」と読み替えて計算してください。



判定を行うための具体的な計算式は、以下のとおりです。

（当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利用者のうち同一敷地内建物等に

居住する利用者数（利用実人員））÷（当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提

供した利用者数（利用実人員））

３ 提出書類

・ 訪問介護、訪問型サービスにおける同一建物減算に係る計算書（別紙１０）

※ 訪問介護、総合事業のそれぞれで計算書を作成する必要があります。そのため、両サ

ービスで９０％を超えてしまった場合は、計算書を２枚提出する必要があります。

※ 提出する計算書が、訪問介護及び総合事業のいずれのサービスか判断できるよう、

タイトルに○を付けるなど、区別したうえで提出してください。

新たに減算が適用される場合や、減算を取り下げる場合には、以下の書類も提出してくだ

さい。

・ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

・ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１－２）

・ 介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等に関する届出書（別紙５０）

・ 介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－４－２）

４ 判定期間・減算対象期間

※令和７年度以降

５ 提出期限・提出先

令和６年１０月１５日（火）

※倉敷市指導監査課宛てにメール又はご郵送にて提出してください。

６ 正当な理由

判定期間 減算対象期間

前期 ４月１日～９月３０日 １１月１日～３月３１日

後期 １０月１日～２月末日 ４月１日～９月３０日

判定期間 減算対象期間

前期 ３月１日～８月３１日 １０月１日～３月３１日

後期 ９月１日～２月末日 ４月１日～９月３０日



判定した割合が９０％以上である場合に、９０％以上に至ったことについて正当な理由が

ある場合は、当該理由を「訪問介護、訪問型サービスにおける同一建物減算に係る計算書（

別紙１０）」の④に入力し、提出してください。なお、倉敷市が当該理由を不適当と判断し

た場合は減算を適用するものとします。

正当な理由として考えられる理由の例示は以下のとおりです。

① 特別地域訪問介護加算を受けている事業所

② 判定期間の１月当たりの延べ訪問回数が２００回以下である場合など事業所が小規模で

ある場合

③ その他正当な理由と倉敷市長が認めた場合

７ その他

計算の結果は、各事業所において５年間保管する必要があります。
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